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　　日本の経済発展における

産業政策の役割に関する一研究

都　　根　　佑

　1．はじめに

　産業政策（industria1pohcy，以下I　P一と略す）とは，諸産業を直接の対象と

して，諸産業の保護・育成，調整・整備を通じ，経済の近代化，国際競争力の

強化，経済成長の促進，雇用の安定，環境水準の保全，国際収支の改善などの，

なんらかの経済・社会目的を達成するために，国家あるいは政府が，個々の産

業もしくは企薬の生産・営業・取弓1活動に，積極的あるいは消極的に干渉し，

また商品，サービス，金融などの市場形成あるいは市場機構に，直接介入する
　　　　　　　　　　　　　　（1〕
政策の総称と定義することができる。I　Pという言葉は，日本では政府・産業

複合体の独特の社会の中に定着しているし，フランスでも経済言十画と密接な関

係を持って，その概念は確立されてい孔しかしながら，米国や西独のように，

I　Pを独立の公的政策として認めていない国もあるのであ乱

　I　Pの発想自体は，歴史的には，英国の先進資本主義型自由主義政策に対抗

して打ち出された，ドイツの後進資本主義型保護主義政策までさかのぼり，い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2〕
わゆるI　P理論の学説史的な起源は，ドイツ歴史学派のF．リストに求められる。

I　Pが近年，一般的に注目されはじめたのは，第2次大戦後の20数年間に，日

本やフランスにおいて，I　Pが誘導的経済計画あるいは指示的経済計画と密接

な関係を持って，経済成長の促進，産業構造の高度化，国際競争力の強化など

に著しい成果を収め，また公害，資源・エネルギー，多国籍企業，貿易摩擦と

いった問題のような，新しい経済・社会問題の発生と共に，各国でI　Pのカテ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
コリーに入るようなr新しい，より包括的な諸政策の採用」が増大し，要請さ

れるようになってきたからである。

　特に日本の場合，過去30年間にわたる驚異的な輸出での成功の要因の1つと



94 一橋研究　第11巻第4号

して，政府・企業の協力関係が脚光をあびている。しかしながら，R．H．ヘイ

ズ・W．J．アバナシーは，日本に対して米国の国際競争力が落ちたのは，短期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
志向的な米国式経営にも責任があると指摘している。

　このように，アメリカの産業衰退に対して，I　Pの代りに企業戦略（corpo－

ra七e　s七rategy，以下C　Sと略す）・の問題点をあげる学者も少なくない。R，P、

二一ルセンもその1人で，彼は自分の論文の中でI　Pに対する理論的フレーム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5〕
ワークを提示しながら，「I　Pは万能か」と問いかけてい孔「I　Pか，C　Sか」

のテーマは，これからも多くの学者の関心を集めるであろう。

　本論文は以下で，日本の経済発展に焦点をあてて，特に製造業におけるI　Pの

役割を考察する。

　2．1Pをめぐる論争

　I　P，特に日本のI　Pに対する評価は，賛否両論に分かれている。以下では，

2つの対立的な見解　　自由放任主義と活動主義一を整理することにする。

　まず自由放任主義IP学派は，産業での参人自由の競争が，日本の経済発展

をもたらしたと主張している。I　Pの役割は　仮にI　Pというものが存在す

るとすれば一単にジョイントR＆D　に対する減税，独占禁止のような制限の

留保などのインセンティブで，資本形成を促進することに過ぎない。そもそも

成功している産業や衰退している産業を，完全に見分けることが可能であると

は仮定しがたいため，積極的なI　Pで自由市場を干渉するのは批判され乱こ

のような自由放任主義学派には，中央計画でなく，個々の企業へのイニシアディ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
ブが，日本の経済成長の主な特徴であると説明ナる学者達が属している。

　一方I　P活動主義学派は，国家レベルでのI　Pの必要性を強調している。以

下では，この学派の代表的な学者3人の見解を紹介することにする。

　L．C．サローは，マクロ経済学的な側面から，ケインズ学派の分析の弱点は，

賃金が期待通りアジャストしないことで，そのためケインズ学派の政策は，経

済成長や完全雇用をもたらし得なくなり，その代りミクロ経済での政府の直接
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
介入こそ，米国の経済問題を解決する唯一の手段であると主張する。しかしな

がら，彼の主張は経済保護，米国労働者の福祉増大などに重点があり，外国か

らの競争に対する必要手段としてのI　Pを求めているのではない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　その点，R．B．ライヒの見解はもっと肯定的と言えよう。彼はI　Pを，世界
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市場での米国の生き残りの手段として説明している。彼の主張を要約すると，

次の通りである。

　　「I　Pというものは，伝統的なマクロ及びミクロ経済学により，多数の

　企業で使われている戦略計画モデルに似ている。その主な関心は，短期的

　な配分効率または総供給・需要でなく，世界市場での構造的変化や主要産

　業部門の戦略的位置付けである。」

　この点に関して，B．R．スコットは，I　Pのための一般的なフレームワー
　　　　　　　（9）　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　（lO）
クとして，B　C　G型産業ポートフォリオ・マトリックスを提案している。具体

的には，次の4つの原則があげられている。

　①　高い成長潜在力を持った，弱いあるいは不確実な産業での新事業を促進

　　させる。

　②高成長率の強い産業での成功的な転換を促す。

　③低い成長潜在力を持った，強い産業での過度投資を避ける。

　④　成長の停滞した，弱い産業部門を放棄する。

　しかしながら，彼は，I　Pには限界があり，例えば産業各部門別の生産・投

資を決定しようとすべきではないと強調する。I　Pはあくまでも，金融的・財

政的誘因を通じた，政府の．「黙示的経済計画」であるという説明になる。

　彼はまた，日本との比較上，世界経済での米国の競争力低下の説明として，
　　　　　　　　　　　　　　（11）
I　Pを含め次の3つを指摘している。

　①　比較優位；貿易理論上，米国は比較優位のある商品の輸出を増やし，比

　　較劣位産業での商品輸出は減らすであろう。しかしながら，実際は，上位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）
　　10個のハイテク部門中7つの輸出で，米国は低下傾向にあるのである。

　②　経営問題；アメリカの多数の有力企業は自己満足に陥って，商品の晶質

　　や商品・工程のイノベーションを軽んじ，短期受益性を重要視し過ぎたと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）　　　　　　　（』4）
　　言われる。これに対する批判は，前述のヘイズ・アバーナシーやライヒに

　　よってもなされている。

　③IP；首尾一貴したIPの肯定的な役割は，産業調整を容易にするとい

　　う観点で重要である。それはまた，政府型長期C　Sとも言えよう。

　以上の説明に加えて，多数のI　P賛美論者は，I　P樹立者と産業界の間での
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
なんらかの形の協力が必要不可欠であると指摘している。
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　3．1Pの理論的概観

　比較優位という静的概念が，国際競争力を説明するのに十分であるという考

え方が，根深く存在している。例えば，日本の自動車産業は比較的高い労働生

産性のため，米国に対して比較優位を持つと，よく言われている。しかしなが

ら，こういう静的概念は，どうして日本の自動車産業が何年かにわたって比較

優位を得たのかは，説明することができないのである。過去30年にわたる日本

の驚異的な経済成長は，比較優位という概念ではその動的プロセスを説明する
　　　　　　　　　　（16）
ことが，ほぼ不可能である。

　I　Pは外国貿易での競争産業を育成する動的プロセスを扱っているため，一

定期聞における特定産業の成長，または貿易相手国の産業構造の変化などを

説明してくれる，動的貿易理論が必要となってく乱いわゆるポスト・ベック
　　　　　　　　　　　　（17）
シャー・オーリン貿易理論家の中でM．V．ポズナーは，自分のr技術格差論」

で日本のI　Pの役割を分析するのに有用な概念を提供しているが，イミテーショ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（工8）
ン・ラグとディマンド・ラグがそれである。

　イミテーション・ラグとは，ある国での新商品イノベーションと，それ以外

の国での生産・マーケティングにおける成功的な経済的複製の間の時間差であ

る。一方，ディマンド・ラグとは，ある国でのイノベーションと，他の国での

受容の間の時間差である。一般的に，ディマンド・ラグがイミテーション・ラ

グより短いため，イノベーションの起った国の方が，輸出上優位に立つのであ

る。以上の説明を概念図にすると，次のようになろう。

イノベーション 受容　　　　複製
時間

ディマンド・ラグ

　　　　　　イミテーション・ラグ

図表1　イミテーション・ラグとディマンド・ラグ

　このフレームワークでの日本のI　Pの役割は，できるだけイミテーション・

ラグを短くして輸出産業を育成し，ディマンド・ラグはできるだけ長くして，

市場需要を模倣に成功した国内代替商品に移す，意図的な努力と解釈すること
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ができる。従って，日本は国際収支を自分の有利なように維持できたし，国内

需要が遅れて増大してくると，国内及び海外市場で同時に，生産及びマーケティ

ングの両方で，規模の経済性を享受できたのであ乱

　ディマンド・ラグをできるだけ長くし，イミテーション・ラグをできるだけ

短くするというIPの役割は，言いかえれば，受容と複製の時間差をできるだ

け縮めることであろう。面白いことに，ある産業においては，受容と複製の時

間差が単に縮まるばかりか，その順序が逆転されることもあった。つまり，外

国でのイノベーションに対する国内需要が起る前に，複製能力を身につけてし

まうことである。日本の国際市場の拡大径路は図表2のように3つのタイプに
　　　　　　　　　（19）
分けることができるが，タイプ㎜は正に複製と受容の順序が逆転したよい例示

である。タイプ㎜に属するのは，VTR，カラーテレビ，ジグザグミシンなど，

一部の家電産業である。

タイプ1□王ト座ト［…璽］

タイプ血 ｳ1］一［1璽壁画
タイプ皿　　先進国 日本　　　　発展途上国

図表2　日本の国際市場の拡大径路

　日本のI　Pを理解するにはもう1つ，小島理論が必要不可欠であろう。K．

コジマは，日本の海外直接投資の性格と総合商社のかかわりに関する研究で，

日本のI　P樹立に最も影響力のある学者と言われている。

　彼は，海外直接投資を貿易志向型と逆貿易志向型の2つのカテゴリーに分類
　　（20）
している。前者は日本の海外直接投資の性格を，後者は米国の投資パターンを

説明している。

　彼によると，貿易志向型投資は比較優位を強化するのに役立つ。例えば，天

然資源開発，繊維，製鉄，自動車組立，電予部品生産での海外直接投資がそれ

にあたる。このタイプの直接投資は，労働力あるいは天然資源の豊富な受入国
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の比較優位を開発すると同時に，日本のような労働力や資源に乏しい経済を助

けるような働きをする。

　一方逆貿易志向型海外直接投資は，コンピュータ技術のようにトップ・ラン

キングの比較優位を持つ米国企業が，海外市場での寡占的地位を守るために行

なう。K．コジマは，逆貿易志向型直接投資は，結局革新的なアイデアの速い

普及を引き起し，その分短い期間で米国の比較優位がなくなってしまうと主張

している。

　当然ながら，K．コジマはI　Pレベルで，貿易志向型投資を支援し，またな

るべく逆貿易志向型投資は抑制したいと考えているようである。彼の説明によ

ると，貿易志向型投資が行なわれれば，国際的な産業構造の円滑な調整が図ら

れ，国際貿易が伸び，世界全体の福祉が向上するということになるのである。

海外直接投資を彼流に分類すると図表3の通りである。

自然資源志向型

労働志向型

｝

貿易志向型

幟心∴鯉
蛾蹴ト撫

図表3　海外直接投資の諸型

　4．日本のl　Pと経済発展

　歴史的に，近代化が全土に広まっていた約120年前から，日本はr貿易絶対

主義」を守りつづけてきた。日本のI　Pの特徴は，貿易を通じて，経済的かつ

軍事的な国力という観点から，r西洋に追い付くこと」であった。国家経済目

標における政府とビジネス界の間の合意上の理解によって，貿易志向型経済が
　　　　　　　　　（21）
維持されてきたのである。
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　I　Pは主に通産省によって管理される。審議会を通じて，通産省とビジネス

界の間の合意上の理解を維持しようとする継続的な努力が行なわれているのは

言うまでもない。学者だけでなく，労組，消費者団体，銀行，一般企業の代表

者からなる特別研究会の審議を通じて形成されるビジョンに基づき，通産省の

I　P目標は「未来方向に対する不確実性を減らし，民間部門に活気を吹き込む
　　　　　　　　　　　　　（22）
手段」として生まれるのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
　この点に関して，R．A．レオン・S．P．ブラドリーは，成功的なI　P樹立に対

して次のような3つの不可欠な要素をあげてい乱

　①　国内企業の戦略的事業に伴う政府政策のr補完姓」

　②　多様な政府政策が個々の企業に送る戦略的シグナルのr一貫性」

　③健全なIPのためのr継続性」

　国家経済目標が合意によって同意されたため，ゲームのルールは全ての参加

者に明らかであ乱その次に，企業は政府の政策のフレームワーク内で，国内

外の市場で競争するようになる。そのとき政府は，輸入規制，外為の優遇配分，

低コストの投資資本融資のような適時的な保護や援助を，目標産業の企業に対
　　　　　　　　（24）
して行なうであろう。

　目標産業での企業は，ある程度まで外国からの競争から守られるが，国内で

の競争からも保護されるということは殆どなかった。政府にとっては，目標産

業でどの企業が最終的に競争力のある有力企業に成長するか分からないため，

どんな企業でも参入が認められた。その代り，全ての企業は，R＆Dや生産設

備での投資リスクを自分で負担しなければならなかったのであ乱

　A．チャンドラーは，IPの日本モデルが「未来の花型」産業を支えるのを

志向している反面，社会主義は完全雇用の目的に基づき，衰退産業の支援を志
　　　　　　　　　　　（25）
向していると主張している。米国でのその場限りのI　P，すなわち競争力の落

ちている企業を助けるための関税，割当制，自主貿易規制，緊急援助などは，

消極的な保護主義と同然であり　彼はこれを社会主義と呼んでいる　結局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）
米国の競争力低下を導いてしまったのである。

　繊維，造船，石油化学など，日本での衰退産業に対するI　Pは，A．チャン

ドラーの保護主義的な社会主義とは違って，その目的が衰退産業から高付加価

値を生み出す，もっと将来性のある部門へ，資源を転換させることにある。し

かしながら，日本では通産省の行政指導下で不況カルテルが形成されたし，ま
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だ，1980年の特定不況産業安定臨時措置法は独占禁止法の適用を免除させ，長

期カルテルの形成を容認し，企業は縮まる一方の市場に対して，過熱した破壊

的競争に訴えなくてすむようになった。そのような産業に対して，金融支援が
　　　　　　　　　　　　　　　（27）
同時に行なわれたのは言うまでもない。

　米国でも類似の調整プログラムは採択されてきた。外国からの輸入によって

斜陽化している産業を単に保護し非能率を永久化する代りに，貿易調整援助プ

ログラムが1962年の貿易拡大法（TradeExpansion　Act）に盛り込まれたの

である。この貿易調整プログラムの下で，外国企業との競争が原因で失職され

た労働者は職業訓練プログラムが受けられたし，該当企業は新市場を開拓する，

あるいは新製品を開発するのに必要な技術及び経営援助，長期低金利のローン，
　　　　　　　　（28）
減税措置などを受けた。しかしながら，不幸なことに，このプログラムは衰退

産業の保護レベルにとどまり，資源配分の非能率性をもたらしてしまったので

ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）
　ハドソン研究所の報告書は，日本の戦後I　Pの性格を簡潔に要約しているが，

主な内容は次の通りである。

　①　日本人は非常に目標志向的であった。彼らは高度経済成長を為し遂げる

　　ために，広範囲の開発I　Pを樹立しれ

　②　新産業の開始や衰退産業の調整に絞って，高度の介入が行なわれた。

　③　日本産業の成熟に伴い，具体的かつ直接的な開発I　Pの効率性は徐々に

　　低下しれ行政指導のような間接的な調整さえ，次第に必要性がなくなっ

　　ていった。

　④　コンピュータのようなハイテク部門では，明示的保護措置に代って，ショ

　　インドR＆Dに対する自己資金相当額の供与金や低金利ローンなど，黙示≡

　　的な保護が図られた。

　このように日本のI　Pが，関税，割当制，外為管理，ライセンシングの政府

管理制，政府の直接資金提供などの直接的な手段から，租税誘因，低金利ロー

ン，自己資金相当額の供与金，行政指導などの間接的なものへと，徐々に変って

きたことは偶然でない。つまり，外国貿易環境での様々な変化が，必然的に日

本のI　Pの変化をもたらしたのである。貿易環境の変化には，1963年のI　MF

8条による経常取引での為替管理の廃止，同年の輸入数量制限の撤廃，1964年

のO　E　C　D加入，その他，外人所有権の漸新的な自由化，GATTの一連のラ
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ウントの庇護を受けた輸入関税や非関税障壁の縮小などが含まれる。

　しかしながら，こういう環境の変化が，具体的な政策手段に変化をもたらし

た事実にもかかわらず，日本のI　P哲学は殆ど変っていない。通産省は，強い

社会二一ズにもかかわらず，長い先行期間，巨大資金の必要性，事業自体の高

い危険性などで，民間部門からの進出が期待できない分野に，I　Pの開発的な
　　　　　　　　　　　　　　　（30）
役割が制限されていると強調している。

　通商政策の観点から見ると，日本の貿易志向的なI　Pは，輸入代替と輸出促

進戦略とで構成されているようである。輸入代替は国内生産を増やすために，

輸入に対する関税や非関税障壁と関連している。一方輸出促進は，輸出に対す

る制限を撤廃あるいは最小限に押え，輸出に有利な誘因制度を作ることと関連

している。この輸出促進戦略には，輸出補助金，ジョイントR＆Dなどの輸出

企業の潜在力や実質収人を増やす，あるいは輸入原材料に対する免税や減税，

輸出業者の所得税の減税など輸出企業のコストを減らす，といった様々な誘因
　　　　　　　　　　　（31）
制度が含まれているのである。

　前述のM．V．ポズナーの技術格差という概念によると，日本のI　Pの役割は，

追随国として新商品の商業的に成功的な複製に必要なイミテーション・ラグを

縮め，輸入に対するディマンド・ラグを伸ばすことであっれ従って，日本の

消費者はできるだけ長い間，外国輸入から隔離され，結局国産代替物の買入を

強要されたのである。しかしながら，特にディマンド・ラグ戦略は，．貿易自由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
化に伴い，次第に当てはまらくなってきている。

　5、日本における’lPvs．CS｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）
　Y．ツルミは，国際プロダクト・サイクル理論を用いて，日本の有力企業のC　S

を，技術的模倣や商品導入の成功的な促進物として説明し，日本企業が国際プロ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）
ダクト・サイクルに乗ったため，成功的な輸出企業へ成長したと主張する。彼

は，カラーテレビ開発を例にあげて，次のように説明している。

　　r米国市場の変化を鋭く観察した日本の製造企業は，いずれは日本の需

　要もカラーテレビに移るであろうと，直観的に判断したのである。従っ

　て，彼らは急いでカラーテレビの開発に取り組み，すぐ米国への輸出を

　開始した。日本の市場がカラーテレビに移ってきたとき，彼らはすでに

　輸出や国内需要の両方を賄う，大型設備を持っていたのである。これは，
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　米国から次に日本，最後に発展途上国までの，国際プロダクト・サイクル

　に沿った市場需要のタイム・ラグを利用した戦略である。」（図表2参照）

　I　Pであれ，C　Sであれ，両方に共通しているのは，輸出の成功がイミテ

ーション・ラグを成功的に縮小できたことによるものであるということであ

る。日本の場合．両者を別々に評価するのは極めて困難である。何故ならば，

I　P樹立者としての通産省と，総合商社や主要商業銀行をはじめとする産業グ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）
ループの間に，相乗関係が存在してきたからである。

　通産省のI　Pの効率性に疑問を表わす人々は，戦略開発において通産省や主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）
要製造企業の問で起り得る，利害関係の対立を指摘してい乱例えば1950年代，

通産省は，ソニーがウエスタン・エレクトリックからトランジスターの製造権

を獲得するのを許可しなかったのである。通産省の決定は2年後許可に転じる

が，例はまだまだある。ユ960年代，通産省は，強制合併によって自動車産業を

整理統合しようとする，無駄な努力を試みたのである。

　こういう出来事から，通産省の運営するI　Pそれ自体は，問題に対する迅速

な解決策を提供することができないと思われる。むしろI　Pは，政府と関連産

業の間の合意を見出す進行過程と見るべきであろう。前述の自動車産業の例で

も，通産省との摩擦はあったものの，ユ970年代初期までの成長・開発段階で，

一連のI　Pによる支援が行なわれたのである。こう分析してみると，日本の自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）
動車産業に対するI　Pは，産業発展理論と一貫していることが分かる。

　F．コダマによると，輸出産業育成のための一貫したI　Pは，一般的に次のよ
　　　　　　　　　（38）
うな段階を迫るのである。

　①幼稚産業の段階では，関税や外国資本の非自由化政策を取る。

　②　産業の成長段階では，生産やマーケティングの効率性を上げるための財

　　政政策を取る。

　③　成長段階の後半では，生産性の向上のための加速償却などの税制優遇措

　　置，海外市場での流通網の拡充のための情報提供などを行なう。

　④成熟段階に入ると，特別な政策手段の必要がなくなる。

　言いかえれば，幼稚産業段階では輸入代替戦略が適切であるが，産業が成長

するにつれて，輸出促進戦略が次第に重要になってくるのである。しかしなが

ら，政府と目標産業の間の効率的なコミュニケーションが，産業の継続的な要

求に対して政府の政策手段を調整し，前述の健全なI　Pの条件である，補完性，
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一實性，継続性を保証するのに，非常に大事であることも忘れてはならないの
　（39）
である。

　6，おわりに

　I　P理論には，その有効性に対する疑問が，以然間題点として残されてい乱

日本の経済発展においてさえ，I　PよりC　Sの方を第1の要因にあげる学者も

いる。過去の日本のI　Pはともかく，これからのI　Pに対して，既存のI　P理

論での説明はどの程度可能であるのか。

　M．V．ポズナーのイミテーション・ラグ及びディマンド・ラグの概念にして

も，衰退産業に対するI　Pの説明には十分でない。つまり，彼の理論は，主に

後発国での幼稚産業の保護に対するI　Pの説明に適しているのである。しかし

ながら，これからのI　Pはむしろ，先進国における衰退産業への対策に，その

重点が移りつつあるのである。

　その点，K．コジマの理論は，斜陽化していく産業に対するI　Pにまで及ん
　　　　　　　（40）
ていると言えよう。しかしながら，彼の貿易志向型投資及び逆貿易志向型投資

という概念に基づくI　Pで，最近の日本の直接投資の現状を説明するのは困難

であると思われる。

　図表4は日本の海外直接投資届出実績であるが，1971～1972年，1980～1981

年の間に，投資額が突然大幅に上昇していることが分か孔1980～1981年の変

化は，1980年の外為法改正に伴い資本取弓1の自由化が急激に進んだ結果と考え

られるが，工971～1972年の問の3倍近い増額はどう説明できるのか。

　M．コタベはその主な要因として，日本の直接投資が発展途上国への労働志

向的，資源志向的投資から，先進国への市場志向的投資に変化したことを指摘
　　　（41）

している。これは日本の投資の性格が，逆貿易志向型へと変ってきていること

を意味するものであり（図表3参照），従って，小島理論のI　Pへの適用可能

性には限界があると考えられる。

　日本の場合に限って考察しても，I　Pは確かに存在していたし，これからも

維持されるであろう。米国などの先進工業国は主に衰退産業への対策と関連し

て，また発展途上国は経済発展における幼稚産業の保護問題と関連して，日本

のI　Pから見習う点は多い。そして，I　Pの有効性をめぐる論争やI　Pの限界

性，またC　S理論の再浮上にもかかわらず，I　P理論の一層の発展が期待され
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　　　　図表4　日本の海外直接投資届出実績

年　　　度　　　　年間投資額　　　累　積　額

1951　～ 1961

1962

1963

王964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

197王

197身

工973

1974

1975

1976

1977

1978

1979

1980

1981

1982

1983

1984

1985

（単位：1OO万ドル）

資料・1大蔵省

　　98

　ユ26

　119

　159

　227

　275

　557

　665

　904

　858
2．338

3．494

2．395

3．280

3．462

2．806

4．598

4．995

4．693

8．931

7．703

8．145

10，155

ユ2，217

　447

　545

　671

　790

　949

1，176

ユ，451

2，008

2，67き

3．577

4．435

6，773

ユ0267

ユ2．662

15942

19404

22210

26808

31．803

36．496

45427

53，ユ30

61．275

71431

83，649
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ていると言えよう。
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